
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
以下のＡ成分、Ｂ成分及びＣ成分、更に任意にＤ成分及びＥ成分からなり、Ａ成分～Ｅ成
分の合計が１００重量％である樹脂組成物であって、芳香族ポリカーボネート樹脂（Ａ成
分）２５～８ 重量％、炭素繊維（Ｂ成分）１５～５０重量％、芳香族基を有する熱可塑
性ポリエステル系樹脂（Ｃ成分）１～１５重量％、熱可塑性ビニル系樹脂（Ｄ成分）０～
３０重量％、ハロゲン系難燃剤および／またはリン酸エステル系難燃剤（Ｅ成分）０～３
０重量％からなり、該Ｃ成分の重量とＡ成分の重量の比率Ｃ／Ａが１／８９～２０／１０
０からなり、かつステンレス繊維を含有せず、ＡＳＴＭＤ７９０に従って測定された曲げ
弾性率が１００，０００ｋｇｆ／ｃｍ２ 以上、ＡＳＴＭ　Ｄ２５６に従って測定された逆
ノッチ衝撃値が２５ｋｇｆ・ｃｍ／ｃｍ以上であり、更に反り量が８ｍｍ以下である低反
り性を満足する炭素繊維強化芳香族ポリカーボネート樹脂組成物。
【請求項２】
Ｃ成分の熱可塑性ポリエステル系樹脂がポリブチレンテレフタレートである請求項１に記
載の炭素繊維強化芳香族ポリカーボネート樹脂組成物。
【請求項３】
Ｄ成分が５～２５重量％、及びＥ成分が５～２５重量％である請求項１または２のいずれ
か１項に記載の炭素繊維強化芳香族ポリカーボネート樹脂組成物。
【請求項４】
請求項１～３のいずれか１項に記載の炭素繊維強化芳香族ポリカーボネート樹脂組成物か
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らなる電子機器の筐体。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は芳香族ポリカーボネート樹脂組成物およびそれからなる電子機器の筐体に関する
。さらに詳しくは、高い剛性、良好な機械的強度及び良好な寸法安定性を有し、特に耐衝
撃性に優れ、かつ成形加工性、難燃性に優れた炭素繊維強化芳香族ポリカーボネート樹脂
組成物およびそれからなる電子機器の筐体に関する。
【０００２】
【従来の技術】
芳香族ポリカーボネート樹脂は、優れた機械的特性、耐熱性を有し、エンジニアリングプ
ラスチックスとして広く使用されている。さらに芳香族ポリカーボネート樹脂にガラス繊
維、炭素繊維、ガラスフレークに代表される強化材を配合した樹脂組成物は、高強度、高
剛性、および寸法安定性に優れるため各種の機構部品をはじめとする精密部品に従来から
広く使用されている。特に芳香族ポリカーボネート樹脂に炭素繊維を配合した樹脂組成物
は他の強化材を配合した場合に比べ低比重で高い機械的強度と剛性を有し、更に寸法安定
性に優れた樹脂組成物を得ることができ、多くの精密機構部品や薄肉成形品に有用に使用
されている。特にノートパソコンなどのＯＡ機器のハウジングに代表されるような電子機
器の筐体等の薄肉成形品では、製品軽量化のための低比重性、荷重負荷時のたわみ量を低
減するための高剛性、製品落下時に耐えうる落下衝撃強度、さらに成形品の低反り性が不
可欠とされる。これらの特性を満足する組成物として従来から芳香族ポリカーボネート樹
脂に炭素繊維を配合したものが知られ、広く利用されているものの、近年特にノートパソ
コン等の分野において、これらの機器の携帯性がより重視される傾向にあり、従来に比し
て更に高い落下衝撃強度が要求されてきている。繊維強化樹脂の機械的強度を向上させる
方法の１つとしては、例えば芳香族ポリカーボネート樹脂にガラス繊維を配合した樹脂組
成物においては、機械的強度を向上させるため種々の反応性を有する添加剤を配合したり
、ガラス繊維にシランカップリング剤等の表面処理を施すことが一般に知られている。炭
素繊維においてもマトリックス樹脂との反応性を高めるために炭素繊維の表面に酸化処理
を施したり、マトリックス樹脂あるいは炭素繊維表面との反応性を有するサイジング剤で
被覆集束することにより機械的強度を向上させる方法が知られている。しかしながら、炭
素繊維は、その表面に反応性を有する官能基が少ないため、サイジング剤との反応性は乏
しく、その化学的結合性は強固なものではない。このため、マトリックス樹脂との反応性
を有するサイジング剤で被覆された炭素繊維であっても、炭素繊維とマトリックス樹脂と
の密着性はガラス繊維に比べて弱く、強固な密着性を有するものではない。このため、従
来の芳香族ポリカーボネート樹脂に炭素繊維を配合した樹脂組成物においては炭素繊維と
樹脂との密着性が弱く、炭素繊維本来の補強効果を十分発現させ機械的強度に優れた樹脂
組成物を得たものではなかった。例えば、特開昭６２－２７５１３３号公報には芳香族ポ
リカーボネート樹脂に、ポリウレタン樹脂で被覆された炭素繊維を配合してなる樹脂組成
物が開示されており、良好な生産性と耐衝撃性を有することが記載されている。しかしな
がら炭素繊維の補強効果を十分発現させ機械的強度を高めたという点では十分なものとは
いえない。特開平２－６４１３３号公報には芳香族ポリカーボネート樹脂とエポキシ樹脂
でサイジングされた炭素繊維を配合してなる熱可塑性樹脂組成物が開示されているが、近
年においてはより高い耐衝撃性が要求されている。また、特開平７－２５８５２９号公報
には、ポリアルキレンテレフタレート樹脂に芳香族ポリカーボネート樹脂と炭素繊維を配
合した成形品が開示してあるが、成形品の反り等の変形や寸法安定性に問題があり、芳香
族ポリカーボネートが本来有する低反り性などの寸法安定性を有しておらず、さらに炭素
繊維の補強効果を十分発現させたものではない。同様に特開平１０－１５８４９８号公報
にも炭素繊維で強化したポリカーボネート系樹脂組成物が提案されているが、現在求めら
れている高い剛性、高い耐衝撃性、低反り性を満足するものではない。すなわち従来の芳
香族ポリカーボネート樹脂に炭素繊維を配合してなる樹脂組成物においては、いずれも炭
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素繊維の補強効果を十分発現させたものではなく、高い機械的強度を得るためには、高価
な炭素繊維の配合量を多くせねばならず、コストアップや成形加工性の悪化といった問題
を招くことになってしまう。また、ＯＡ機器の筐体等では、ＵＬ規格９４Ｖ試験でＶ－０
を満足する良好な難燃性と、薄肉部でも流動可能な優れた成形加工性が必要となる。この
ような状況から高い剛性、高い耐衝撃性、および良好な寸法安定性を有しかつ成形加工性
、難燃性に優れた芳香族ポリカーボネート樹脂組成物が要求されている。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
本発明の目的は、高い剛性、良好な機械的強度及び良好な寸法安定性を有し、特に耐衝撃
性に優れ、かつ成形加工性、難燃性に優れた炭素繊維強化芳香族ポリカーボネート樹脂組
成物を提供せんとするものである。
【０００４】
本発明者らは上記目的を達成せんとして鋭意研究を重ねた結果、驚くべきことに芳香族ポ
リカーボネート樹脂と炭素繊維からなる混合物に特異的に熱可塑性ポリエステル樹脂を少
量の特定量配合することにより芳香族ポリカーボネートの優れた耐衝撃性および寸法安定
性の特性を活かしつつ、更に炭素繊維の補強効果を十分に高めることで、高い剛性、良好
な機械的強度及び良好な寸法安定性を有し、特に耐衝撃性に優れる炭素繊維強化芳香族ポ
リカーボネート樹脂組成物が得られることを見出し、本発明を完成するに至った。
【０００５】
【課題を解決するための手段】
本発明は、以下のＡ成分、Ｂ成分及びＣ成分、更に任意にＤ成分及びＥ成分からなり、Ａ
成分～Ｅ成分の合計が１００重量％である樹脂組成物であって、芳香族ポリカーボネート
樹脂（Ａ成分）２５～８９重量％、炭素繊維（Ｂ成分）１０～５５重量％、熱可塑性ポリ
エステル系樹脂（Ｃ成分）１～１５重量％、熱可塑性ビニル系樹脂（Ｄ成分）０～３０重
量％、ハロゲン系難燃剤および／またはリン酸エステル系難燃剤（Ｅ成分）０～３０重量
％からなり、該Ｃ成分の重量とＡ成分の重量の比率Ｃ／Ａが１／８９～２０／１００から
なり、ＡＳＴＭ　Ｄ７９０に従って測定された曲げ弾性率が７０，０００ｋｇｆ／ｃｍ 2

以上、ＡＳＴＭＤ２５６に従って測定された逆ノッチ衝撃値が２５ｋｇｆ・ｃｍ／ｃｍ以
上であり、更に本文中に規定する測定方法での反り量が８ｍｍ以下である低反り性を満足
する炭素繊維強化芳香族ポリカーボネート樹脂組成物に係るものである。
【０００６】
本発明において使用される芳香族ポリカーボネート樹脂は、二価フェノールとカーボネー
ト前駆体を反応させて得られる芳香族ポリカーボネート樹脂である。ここで使用する二価
フェノールの代表例としては、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン（通称
ビスフェノールＡ）、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）メタン、１，１－ビス（
４－ヒドロキシフェニル）エタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロヘキ
サン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３，５－ジメチルフェニル）プロパン、２，２－
ビス（４－ヒドロキシ－３，５－ジブロモフェニル）プロパン、２，２－ビス（ヒドロキ
シ－３－メチルフェニル）プロパン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）サルファイドおよ
びビス（４－ヒドロキシフェニル）スルホン等が挙げられる。好ましい二価フェノールは
ビス（４－ヒドロキシフェニル）アルカンであり、なかでもビスフェノールＡが特に好ま
しい。カーボネート前駆体としてはカルボニルハライド、カーボネートエステルまたはハ
ロホルメート等が使用され、具体的にはホスゲン、ジフェニルカーボネート、二価フェノ
ールのジハロホルメート等が挙げられる。
【０００７】
上記に二価フェノールとカーボネート前駆体を反応させて芳香族ポリカーボネート樹脂を
製造するに当たり、二価フェノールは単独でまたは二種以上を併用してもよく、必要に応
じて触媒、分子量調節剤、酸化防止剤等を使用してもよい。また、芳香族ポリカーボネー
ト樹脂は三官能以上の多官能芳香族化合物を共重合した分岐芳香族ポリカーボネート樹脂
であっても、二種以上の芳香族ポリカーボネート樹脂の混合物であってもよい。
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【０００８】
かかる芳香族ポリカーボネート樹脂の分子量は、粘度平均分子量で１４，０００～３０，
０００であり、好ましくは１５，０００～２５，０００である。粘度平均分子量が１４，
０００未満の芳香族ポリカーボネート樹脂では、強度が十分でなく好ましくない。粘度平
均分子量３０，０００を超える芳香族ポリカーボネート樹脂では、成形時の流動性に劣る
ため、押出、成形が困難となり良好な成形品が得られ難い。本発明でいう粘度平均分子量
は塩化メチレン１００ｍｌに芳香族ポリカーボネート樹脂０．７ｇを２０℃で溶解した溶
液から求めた比粘度（ηｓｐ）を次式に挿入して求めたものである。
η s p／ｃ＝［η］＋０．４５×［η］ 2ｃ　（但し［η］は極限粘度）
［η］＝１．２３×１０ - 4Ｍ 0 . 8 3

ｃ＝０．７
【０００９】
芳香族ポリカーボネート樹脂を製造する基本的な手段を簡単に説明する。カーボネートの
前駆体としてホスゲンを用いる溶液法では、通常酸結合剤および有機溶媒の存在下に反応
を行う。酸結合剤としては例えば水酸化ナトリウムや水酸化カリウム等のアルカリ金属の
水酸化物、またはピリジン等のアミン化合物が用いられる。有機溶媒としては例えば塩化
メチレン、クロロベンゼン等のハロゲン化炭化水素が使用される。また反応促進のため例
えば第三級アミンや第四級アンモニウム塩等の触媒を使用することができ、分子量調節剤
として例えばフェノールやｐ－ｔｅｒｔ－ブチルフェノールのようなアルキル置換フェノ
ール等の末端停止剤を使用することが望ましいが、末端停止剤および必要に応じて分岐剤
をそれぞれ反応の初期から、または反応の途中から添加する。反応温度は通常０～４０℃
、反応時間は数分～５時間、反応中のｐＨは１０以上に保つのが好ましい。尚、結果とし
て得られた分子鎖末端の全てが末端停止剤に由来する構造を有する必要はない。
【００１０】
カーボネート前駆体として炭酸ジエステルを使用するエステル交換反応（溶融法）では、
不活性ガスの存在下に所定割合の二価フェノールおよび分岐剤を炭酸ジエステルと加熱し
ながら攪拌し、生成するアルコールまたはフェノール類の沸点等によることになるが、通
常１２０～３００℃の範囲である。反応はその初期から減圧にして生成するアルコールま
たはフェノール類を留出させながら反応を完結させる。また反応を促進するために当該公
知のエステル交換反応に使用する炭酸ジエステルとしては、例えばジフェニルカーボネー
ト、ジナフチルカーボネート、ジメチルカーボネート、ジエチルカーボネート、ジブチル
カーボネート等が挙げられる。これらのうち特にジフェニルカーボネートが好ましい。ま
た末端停止剤としてジフェニルカーボネートやメチル（２－フェニルオキシカルボニルオ
キシ）ベンゼンカルボキシレート等を反応の初期段階で、また好ましくは途中の段階で添
加することも好ましく行われる。
【００１１】
本発明においてＢ成分として使用する炭素繊維は特に制限がなく公知の各種炭素繊維、例
えばポリアクリロニトリル、ピッチ、レーヨン、リグニン、炭化水素ガス等を用いて製造
される炭素質繊維や黒鉛質繊維であり、また、これらの繊維を金属でコートした繊維でも
よい。炭素繊維は通常チョップドストランド、ロービングストランド、ミルドファイバー
などの形状であり、直径１５μｍ以下、好ましくは５～１０μｍである。またこれらの炭
素繊維は、エポキシ樹脂、ウレタン樹脂、アクリル樹脂等の各種のサイジング剤で集束さ
れたものが好適に使用でき、好ましくはエポキシ樹脂および／またはウレタン樹脂が挙げ
られる。
【００１２】
本発明でＣ成分として使用する熱可塑性ポリエステル系樹脂は、ジカルボン酸成分とジオ
ール成分の縮合反応により得られるホモまたはコポリマーである。ジカルボン酸成分とし
ては、例えばテレフタル酸、イソフタル酸、ナフタレンジカルボン酸等の芳香族ジカルボ
ン酸、コハク酸、シュウ酸、アジピン酸、セバシン酸等の脂肪族ジカルボン酸およびこれ
らのエステル形成性誘導体が挙げられる。ジオール成分としては例えばエチレングリコー
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ル、１，４－ブタンジオール、トリメチレングリコール、ペンタメチレングリコール、ヘ
キサメチレングリコール、ネオペンチルグリコール、ジエチレングリコール等およびこれ
らのエステル形成性誘導体が挙げられる。好ましいポリエステル樹脂はポリエチレンテレ
フタレートとポリブチレンテレフタレートであり、特に好ましくはポリブチレンテレフタ
レートである。
【００１３】
これらの分子量は特に限定しないが、ｏ－クロロフェノール類を溶媒として２５℃で測定
した極限粘度が０．４～１．２程度のものが好ましい。極限粘度が０．４未満では、機械
的強度の低下が大きく、１．２を超えると溶融粘度が高くなり成形品の外観が低下するよ
うになるため好ましくない。
【００１４】
本発明においてＡ成分である芳香族ポリカーボネート樹脂の配合量は、Ａ成分、Ｂ成分お
よびＣ成分、更に任意に以下に示すＤ成分およびＥ成分の合計１００重量％に対し、２５
～８９重量％である。Ｂ成分である炭素繊維の配合量は、Ａ成分～Ｅ成分の合計１００重
量％に対し、１０～５５重量％である。好ましくは、１５～５０重量％である。本発明の
Ｃ成分である熱可塑性ポリエステル系樹脂の配合量は、Ａ成分～Ｅ成分の合計１００重量
％に対し、１～１５重量％である。
【００１５】
本発明は、かかる成分の構成をとることにより、曲げ弾性率７０，０００ｋｇｆ／ｃｍ 2

以上との高剛性でありながら、逆ノッチ衝撃値が２５ｋｇｆ・ｃｍ／ｃｍ以上の極めて良
好な衝撃特性を有すると共に、更に本文中に規定する測定方法での反り量が８ｍｍ以下で
ある低反り性を満足する樹脂組成物を達成するものである。更に本発明の樹脂組成物から
なる電子機器の筐体は、高い剛性を有し、落下衝撃性、低反り性にも優れたものである。
更に本発明の組成物は、特定の範囲においては曲げ弾性率が１００，０００ｋｇｆ／ｃｍ
2以上の高剛性かつ逆ノッチ衝撃値が３５ｋｇｆ・ｃｍ／ｃｍ以上であって、更に低反り
性を満足する樹脂組成物の達成も可能である。
【００１６】
Ａ成分の配合量が２５重量％未満では耐衝撃性、低反り性、難燃性が劣るようになり、８
９重量％を超えると剛性、機械的強度が低下し好ましくない。Ｂ成分の配合量が１０重量
％未満では、曲げ弾性率が７０，０００ｋｇｆ／ｃｍ 2に達せず剛性が劣り、現在の電子
機器の筐体において最も重要視される薄肉化に十分対応できず、また機械的強度も不足す
る。一方５５重量％を超えると成形が困難になり、過酷な成形条件を要するため反りが大
きくなり、また強度の低下も生じるため好ましくない。
【００１７】
一方、本発明における熱可塑性ポリエステル系樹脂は、マトリックス樹脂である芳香族ポ
リカーボネート樹脂と炭素繊維との密着性が元来極めて脆弱であるところを改良し、芳香
族ポリカーボネート樹脂と炭素繊維との密着性を大幅に向上させるものであり、結果とし
て耐衝撃性など機械的強度の向上作用を有するものである。電子機器製品等の実製品の耐
衝撃性は一般に製品落下試験での強度などで判断されるのであるが、不安定な要素がある
。規格にのっとった試験の数値を代用する場合、通常のノッチ付衝撃試験の値では相関が
弱く、ノッチ付衝撃試験の値が良好であっても、実製品での衝撃強度が十分でないことが
、特にゴムや無機充填材を配合した樹脂組成物においては多い。かかる場合逆ノッチ衝撃
試験での数値で代用することが適切であり、実製品との相関も強い。ここでいう逆ノッチ
衝撃試験とはＡＳＴＭ　Ｄ２５６により厚み３．２ｍｍの試験片を用いノッチ側と反対側
からおもりを衝撃させる試験であり、その衝撃値を逆ノッチ衝撃値という。
【００１８】
Ｃ成分である熱可塑性ポリエステル系樹脂が１重量％未満では、機械的強度特に逆ノッチ
衝撃値が２５ｋｇｆ・ｃｍ／ｃｍに達せず、耐落下衝撃性が不十分となり、１５重量％を
超えると以下に規定する測定方法での反り量が８ｍｍを超えるようになり、電子機器の筐
体等における実製品において、反りなどの形状変形が生じたり、寸法安定性が低下し好ま
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しくない。
【００１９】
さらに、Ｃ成分である熱可塑性ポリエステル系樹脂とＡ成分である芳香族ポリカーボネー
ト樹脂の配合量は、該Ｃ成分の重量とＡ成分の重量の比率Ｃ／Ａが１／８９～２０／１０
０であることが必要である。１／８９未満では機械的強度特に逆ノッチ衝撃値が２５ｋｇ
ｆ・ｃｍ／ｃｍに達せず、２０／１００を超えると以下に規定する測定方法での反り量が
８ｍｍを超えるようになり、製品に反りなどの形状変形が生じたり、また逆ノッチ衝撃値
が低下したりする。
【００２０】
本発明でいう反り量の測定方法とは、長さ１５０ｍｍ×幅１５０ｍｍ×厚み１．５ｍｍの
表面の平坦な板状成形品を、射出圧縮成形等の特殊な機構を有しない通常の射出成形機を
用いて、かかる成形品の１辺中央に設けられた幅２０ｍｍで厚み１．３ｍｍ及びランナー
からの長さが２０ｍｍの板状ゲート１個所から樹脂を通して成形する。成形条件は充填時
間が０．８秒となるようにし、冷却時間を３０秒、また成形温度は２９０℃、金型温度は
７０℃として成形する。ゲートは成形直後に切断し、反り量測定用のサンプルを得る。
【００２１】
上記で得られた板状成形品を、荷重を掛けない自然状態で２３℃、５０％ＲＨの恒温恒湿
下で２４時間静置して保管後、反り量の測定に供する。測定はかかる板状成形品を水平な
定盤の上に置き、板状成形品の角の１個所を、角の直角部分を頂角とし１５ｍｍ×１５ｍ
ｍの二等辺を有する三角形を形成する部分を定盤と密着するよう押さえ、定盤と試験片と
の隙間が最大になる部分を測定する（抑えた角に対向する角の部分であることが多い）。
４つの角についてそれぞれかかる測定を行い、それらのうちで最大の隙間量を反り量とす
る。
【００２２】
本発明でＤ成分として使用する熱可塑性ビニル系樹脂は、本発明の樹脂組成物の特性を維
持したまま成形加工性を大きく改善できるため、電子機器の筐体等の薄肉成形品を得るた
めに好ましく使用できるものである。本発明のＤ成分としては、例えばアクリロニトリル
、メタアクリロニトリル、クロロアクリロニトリル等のシアン化ビニル化合物、スチレン
、α－メチルスチレン、ハロゲン化スチレン等の芳香族ビニル化合物、アクリル酸メチル
、アクリル酸エチル、アクリル酸ブチル、アクリル酸オクチル、メタクリル酸メチル、メ
タクリル酸エチル、メタクリル酸ブチル、メタクリル酸ブチル、メタクリル酸オクチルな
どのアクリル酸エステル等の重合体および共重合体、あるいはジエン系ゴムの存在下で２
種以上の共重合可能な先に示したようなビニル系単量体を共重合して得られるグラフト共
重合体を挙げることができる。ここで用いられるジエン系ゴムとしては、ポリブタジエン
、ポリイソプレン、ブタジエン－スチレン共重合体、ブタジエン－アクリロニトリル共重
合体等があげられる。グラフト共重合体は、塊状重合、溶液重合、懸濁重合、乳化重合の
いずれの重合法で製造しても良く、グラフトの方法としては一段グラフトでも、多段グラ
フトでも差し支えない。またこれらの熱可塑性重合体は、メタロセン触媒等の触媒使用に
よりシンジオタクチックポリスチレン等の高い立体規則性を有するもの、アニオンリビン
グ重合、ラジカルリビング重合等の方法により分子量分布の狭い重合体および共重合体、
ブロック共重合体、および立体規則性の高い重合体、共重合体を使用することも可能であ
る。更に本発明のＤ成分の熱可塑性ビニル系樹脂は無水マレイン酸やＮ置換マレイミド等
の官能基を共重合したものも使用できる。
【００２３】
また、製造の際に副生するグラフト成分のみのコポリマーとの混合物であっても良いし、
熱可塑性グラフト共重合体の２種以上を混合して使用しても差し支えない。これらの中で
好ましいものはアクリロニトリル－スチレン共重合体（ＡＳ樹脂）、ブタジエン系ゴム強
化アクリロニトリル－スチレン共重合体（ＡＢＳ樹脂）、ブタジエン系ゴム強化メチルメ
タクリレート－スチレン共重合体（ＭＢＳ樹脂）である。熱可塑性ビニル系樹脂の配合量
は、Ａ成分～Ｅ成分の合計１００重量％に対し、０～３０重量％である。好ましくは５～
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２５重量％である。配合量が３０重量％を超えると機械的強度、難燃性が低下するように
なり好ましくない。
【００２４】
本発明ではＥ成分としてハロゲン系難燃剤および／またはリン酸エステル系難燃剤を添加
することができ、特に本発明の主たる対象である、電子機器の筐体に代表されるＯＡ機器
部品等では、高度な難燃性が要求されるため好ましく使用できるものである。本発明のＥ
成分として使用するハロゲン系難燃剤は、例えばテトラブロモビスフェノールＡ（ＴＢＡ
）のカーボネートオリゴマー、デカブロモジフェニルエーテル、オクタブロモジフェニル
エーテル、テトラブロモジフェニルエーテル、ヘキサブロモシクロドデカン、エチレンビ
ステトラブロモフタルイミド、トリス（ペンタブロモベンジル）イソシアヌレート、ブロ
モ化ポリスチレン、ＴＢＡエポキシ樹脂、テトラブロモフェノール末端ＴＢＡエポキシ樹
脂等が挙げられる。これらの中でも、テトラブロモビスフェノールＡのカーボネートオリ
ゴマーが、難燃性が良好であり燃焼時の有害物質の生成が少なく芳香族ポリカーボネート
樹脂との相溶性が良く、耐衝撃性に代表される機械的特性を低下させることなく良好な難
燃性が得られる等の理由により好ましい。
【００２５】
本発明で使用するリン酸エステル系難燃剤は、下記式で表わされる１種または２種以上の
リン酸エステルである。
【００２６】
【化１】
　
　
　
　
　
　
　
　
【００２７】
（但し上記式中のＸは、ハイドロキノン、レゾルシノール、ビス（４－ヒドロキシジフェ
ニル）メタン、ビスフェノールＡ、ジヒドロキシジフェニル、ジヒドロキシナフタレン、
ビス（４－ヒドロキシフェニル）スルホン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）ケトン、ビ
ス（４－ヒドロキシフェニル）サルファイドから誘導されるものが挙げられ、ｊ、ｋ、ｌ
、ｍはそれぞれ独立して０または１であり、ｎは０～５の整数であり、またはｎ数の異な
るリン酸エステルのブレンドの場合は０～５の平均値であり、Ｒ 1、Ｒ 2、Ｒ 3、およびＲ 4

はそれぞれ独立して１個以上のハロゲン原子を置換したもしくは置換していないフェノー
ル、クレゾール、キシレノール、イソプロピルフェノール、ブチルフェノール、ｐ－クミ
ルフェノールから誘導されるものである。）
【００２８】
更に好ましくは、上記式中のＸは、ハイドロキノン、レゾルシノール、ビスフェノールＡ
から誘導されるものが挙げられ、ｊ、ｋ、ｌ、ｍはそれぞれ１であり、ｎは０～３の整数
であり、またはｎ数の異なるリン酸エステルのブレンドの場合は０～３の平均値であり、
Ｒ 1、Ｒ 2、Ｒ 3、およびＲ 4はそれぞれ独立して１個以上のハロゲン原子を置換したもしく
は置換していないフェノール、クレゾール、キシレノールから誘導されるものである。
【００２９】
また特に好ましくは、Ｘはレゾルシノールから誘導されるものであり、ｊ、ｋ、ｌ、ｍは
それぞれ１であり、ｎは０または１であり、Ｒ 1、Ｒ 2、Ｒ 3、およびＲ 4はそれぞれ独立し
てフェノールまたはキシレノールから誘導されるものである。
【００３０】
かかるリン酸エステル系難燃剤の中でも、モノホスフェート化合物としてはトリフェニル

10

20

30

40

50

(7) JP 3989630 B2 2007.10.10



ホスフェート、縮合リン酸エステルとしてはレゾルシノールビス（ジキシレニルホスフェ
ート）が、難燃性が良好でありかつ成形時の流動性が良好である等の理由により好ましく
使用できる。
【００３１】
本発明で使用するハロゲン系難燃剤および／またはリン酸エステル系難燃剤の配合割合は
必要とされる耐熱性や流動性により適宜調整すれば良く、特に制限はない。ハロゲン系難
燃剤および／またはリン酸エステル系難燃剤の配合量は、Ａ成分～Ｅ成分の合計１００重
量％に対し、０～３０重量％であり、好ましくは５～２５重量％である。配合量が３０重
量％を超えると機械的強度、耐熱性が低下するようになり好ましくない。
【００３２】
本発明の樹脂組成物は、上記Ａ成分～Ｅ成分を構成成分とするものであるが、更に必要に
応じ、各種添加剤、他の強化剤、他の合成樹脂等を、本発明の目的を阻害しない範囲で配
合することができる。各種添加剤としては、熱安定剤、酸化防止剤、離型剤、可塑剤、滑
剤、紫外線吸収剤、帯電防止剤、着色剤等が挙げられる。前記強化剤としては、ガラス繊
維、ガラスフレーク、ガラスビーズ、タルク、マイカ、シリカ、クレー、有機繊維、酸化
チタン、カーボンブラックなどが挙げられる。前記合成樹脂としては、ポリアミド、ポリ
テトラフルオロエチレン、ポリフェニレンエーテル等を挙げることができる。
【００３３】
本発明の樹脂組成物は、前記各成分および必要に応じて用いられる各種添加成分をタンブ
ラー、Ｖ型ブレンダー、ナウターミキサー、ヘンシェルミキサー、バンバリーミキサー、
混練ロール、押出機等の混練機により混合して製造することができる。そして、混練に際
しての加熱温度は、通常２４０～３２０℃の範囲で選ばれる。かくして得られた樹脂組成
物は、射出成形、押出成形、圧縮成形、中空成形、カレンダー成形、ブロー成形、真空成
形等を適用して剛性、機械的強度、寸法安定性、流動性、難燃性が必要な電子電気・ＯＡ
機器等の幅広い用途に使用可能である。
【００３４】
なかでも好ましい用途としては電子機器の筐体が挙げられ、特に好ましい用途はノートパ
ソコンのハウジング、携帯情報端末のハウジング、携帯電話のハウジング、携帯型の情報
記録媒体の記録及び読み取り装置のハウジング等に代表される携帯性が重要視される電子
機器のハウジングである。特定の樹脂組成物から得られた本発明の電子機器の筐体は、高
い剛性、良好な機械的強度及び良好な寸法安定性を有し、特に耐衝撃性に優れるものであ
り、近年の電子機器の筐体に要求される特性、特に高い耐衝撃性を満足するものである。
【００３５】
【発明の実施の形態】
以下に実施例を挙げて本発明を更に説明する。なお、実施例における％は重量％であり、
評価は下記の方法によった。
【００３６】
（ａ）曲げ強さ：ＡＳＴＭ　Ｄ７９０により測定した。
【００３７】
（ｂ）曲げ弾性率：ＡＳＴＭ　Ｄ７９０により測定した。
【００３８】
（ｃ）逆ノッチ衝撃値：ＡＳＴＭ　Ｄ２５６により厚み３．２ｍｍの試験片を用いノッチ
側と反対側からおもりを衝撃させ衝撃値を測定した。
【００３９】
（ｄ）ノッチ付衝撃値：ＡＳＴＭ　Ｄ２５６により厚み３．２ｍｍの試験片を用いノッチ
側からおもりを衝撃させ衝撃値を測定した。
【００４０】
（ｅ）反り量：本文中の記載に基づいて得られ、恒温恒湿下で放置した１５０ｍｍ×１５
０ｍｍ×１．５ｍｍｔの板状成形品を、水平な定盤の上に置き、板状成形品の角の１個所
を、角の直角部分を頂角とし１５ｍｍ×１５ｍｍの二等辺を有する三角形を形成する部分
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を定盤と密着するよう押さえ、定盤と試験片との隙間が最大になる部分を測定し、４つの
角についてそれぞれかかる測定を行い最大の隙間量をデジタルノギスにより求め、反り量
を測定した。
【００４１】
（ｆ）落下衝撃性：ノートパソコンに使用される縦２３７ｍｍ×横３００ｍｍ×高さ１２
ｍｍ×厚み１．５ｍｍであるＬＣＤカバー成形品（５点ゲート、ゲート径：１．２ｍｍφ
）の内側に縦１５０ｍｍ×横１５０ｍｍ×高さ１０ｍｍ（重量１．８ｋｇ）の鉄製のおも
りを取り付け、成形品の同一のコーナー部をコンクリート製の床に自然落下させ、ＬＣＤ
カバーに大きなクラックが入り、ＬＣＤカバーが完全に破断する高さを落下衝撃高さとし
て測定した。実用上問題ないためには、１５ｃｍ以上の高さが好ましい。
【００４２】
（ｇ）製品の寸法精度：上記（ｆ）の試験と同一のＬＣＤカバー成形品を、かかるカバー
成形品とはめ合わされる規格寸法を満足するＬＣＤ枠成形品と、問題なくはめ合いが可能
か否かを確認した。問題ない場合は○、カバー成形品のねじり・反りによりはめあいがで
きず、目視で隙間が生じるようなものは×、の評価をした。
【００４３】
（ｈ）燃焼性：ＵＬ規格９４Ｖに従い厚み０．８ｍｍの試験片を用い、燃焼試験を実施し
た。Ｖ－０を合格とする。
【００４４】
　［実施例１～ 、比較例１～１１ ］
　表１～表３に示す組成でポリカーボネート樹脂、ポリブチレンテレフタレート樹脂、ポ
リエチレンテレフタレート樹脂、炭素繊維、ガラス繊維、ガラスフレークおよびこれらの
合計１００重量部に対しトリメチルフォスフェート０．１重量部を混合し、３０ｍｍφベ
ント式押出機［フリージアマクロス（株）製ＶＳＫ－３０］に投入し、約３０ｍｍＨｇの
真空度で、シリンダー温度２９０℃で溶融押出してペレット化した。得られたペレットを
１１０℃で５時間、熱風循環式乾燥機にて乾燥し、射出成形機［住友重機械工業（株）Ｓ
Ｇ－１５０Ｕ］によりシリンダー温度２９０℃、金型温度７０℃で評価用の試験片及びＬ
ＣＤカバー成形品を得た。評価結果を表１、表２及び表３に示した。
【００４５】
【表１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００４６】
【表２】
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【００４７】
【表３】
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【００４８】
これらの表から明らかなように、実施例１と比較例１の比較から、わずかのポリブチレン
テレフタレート樹脂を添加するだけで、反り量をほとんど変化させず、曲げ強さ、曲げ弾
性率が向上、特に耐衝撃性については３５ｋｇｆ・ｃｍ／ｃｍの極めて高い値を達成して
いることが分かる。実施例２と比較例２の比較からも同様のことがわかる。一方比較例３
～５から分かるように、熱可塑性ポリエステル系樹脂が多すぎる場合には、剛性、強度は
満足するものの、低反り性が十分でなく、電子機器の筐体等には適切でないことが分かる
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。また比較例８～１１より本発明の耐衝撃性の大幅な向上は炭素繊維に特有のものであり
、他の充填材ではこれらの効果は認められないことが分かる。更に全体の結果から製品の
落下衝撃高さは、ノッチ付衝撃値よりも、逆ノッチ衝撃値での相関が強く、逆ノッチ衝撃
値の測定値がより実用的な評価に適していることがわかる。
【００４９】
また、上記の効果の機構を明確にするため、実施例２および比較例２で使用した逆ノッチ
衝撃試験後の試験片の破断面を走査型電子顕微鏡（日本電子（株）製、ＪＳＭ６１００型
）で観察したのが図１と図２である。図１では明らかに炭素繊維の表面に樹脂が多く付着
しており、熱可塑性ポリエステル系樹脂が特異的にマトリックス樹脂と炭素繊維の界面に
作用し炭素繊維の密着性を向上させ耐衝撃性他の機械的強度を高めていると予想できる。
一方図２では炭素繊維の表面は樹脂がほとんど付着していないことが分かり、炭素繊維の
補強効果が十分発現せず、耐衝撃性他の機械的強度も低くなることが予想できる。
【００５０】
［実施例６～９、比較例１２～１５］
表４及び表５に示す組成でポリカーボネート樹脂、炭素繊維、ポリブチレンテレフタレー
ト樹脂、ＡＢＳ樹脂、ＡＳ樹脂、ハロゲン系難燃剤、リン酸エステル系難燃剤およびこれ
らの合計１００重量部に対しトリメチルフォスフェート０．１重量部を混合し、３０ｍｍ
φベント式押出機［フリージアマクロス（株）製ＶＳＫ－３０］に投入し、約３０ｍｍＨ
ｇの真空度において、シリンダー温度２７０℃で溶融押出してペレット化した。得られた
ペレットを１００℃で５時間、熱風循環式乾燥機にて乾燥し、射出成形機［住友重機械工
業（株）ＳＧ－１５０Ｕ］によりシリンダー温度２７０℃、金型温度７０℃で評価用の試
験片およびＬＣＤカバー成形品を得た。評価結果を表４及び表５に示した。
【００５１】
【表４】
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【００５２】
【表５】

10

20

30

40

(13) JP 3989630 B2 2007.10.10



　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００５３】
この表から、本発明のＡ成分、Ｂ成分及びＣ成分に加えて更にＤ成分及びＥ成分を加えた
場合でも、本発明の目的とする高剛性、高耐衝撃及び低反り性を満足すると共に、高度な
難燃性も達成できていることが分かる。比較例１２からはビニル系樹脂が多すぎる場合、
及び比較例１３からはポリカーボネート樹脂が少なく過ぎる場合には、落下衝撃値が十分
でないことがわかる。また比較例１５からはポリカーボネート樹脂とポリエステル系樹脂
の比率が本発明の範囲外である場合には、反り量が大きくなるとともに、落下衝撃値も十
分でなくなることが分かる。
【００５４】
上記表１～表５における樹脂、炭素繊維、難燃剤等の記号は下記のものを示す。
【００５５】
（Ａ成分）
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ＰＣ：ポリカーボネート樹脂
［帝人化成（株）製Ｌ－１２２５、粘度平均分子量２２，５００］
（Ｂ成分）
ＣＦ：炭素繊維
［東邦レーヨン（株）製ベスファイト　ＨＴＡ－Ｃ６－Ｕ、ＰＡＮ系、ウレタン集束、径
７μｍ］
（Ｂ成分以外の成分）
ＧＦ：ガラス繊維
［日本電気硝子（株）製チョップドストランドＥＣＳ－０３Ｔ－５１１、ウレタン集束、
径１３μｍ］
ＧＦＬ：ガラスフレーク
［日本板硝子（株）製フレカＲＥＦＧ－１０１、エポキシ集束、
粒径６００μｍ］
（Ｃ成分）
ＰＢＴ：ポリブチレンテレフタレート樹脂
［帝人（株）製ＴＲＢ－Ｊ、固有粘度０．８８（ｏ－クロロフェノール溶液、２５℃）］
ＰＥＴ：ポリエチレンテレフタレート樹脂
［帝人（株）製ＴＲ－８５８０、固有粘度０．８（ｏ－クロロフェノール溶液、２５℃）
］
（Ｄ成分）
ＡＢＳ：ＡＢＳ樹脂　　　［三井化学（株）製サンタックＵＴ－６１］
ＡＳ：ＡＳ樹脂　　　　　［三井化学（株）製ライタック－Ａ　９８０ＰＣ］
（Ｅ成分）
Ｅ－１：テトラブロモビスフェノールＡのカーボネートオリゴマー
［帝人化成（株）製ファイヤガードＦＧ－７０００］
Ｅ－２：トリフェニルホスフェート
［大八化学（株）製Ｓ－４］
Ｅ－３：レゾルシノールビス（ジキシレニルホスフェート）
［ ＦＰ－５００］
【００５６】
【発明の効果】
本発明の炭素繊維強化芳香族ポリカーボネート樹脂組成物は芳香族ポリカーボネート樹脂
の優れた特性を備え、炭素繊維の補強効果を十分発現させた樹脂組成物であり、高い剛性
、良好な機械的強度及び良好な寸法安定性を有し、特に耐衝撃性に優れ、かつ成形加工性
、難燃性に優れた組成物をも可能とするものである。このため精密機構部品や薄肉筐体を
はじめとする電気・電子機器、ＯＡ機器等の分野に非常に有用でありその奏する工業的効
果は格別なものである。
【図面の簡単な説明】
【図１】図１は本発明の実施例２の樹脂組成物からなる成形品の破断面の走査型電子顕微
鏡写真である。
【図２】図２は本発明の比較例２の樹脂組成物からなる成形品の破断面の走査型電子顕微
鏡写真である。
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【 図 １ 】

【 図 ２ 】
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